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大戸川ダム概略設計業務
滋賀県大津市上田上牧町
地先～滋賀県甲賀市信楽
町黄瀬地先

2023-02/23 ～ 2023-
09/29

土木関係建
設コンサル
タント業務

分任支出負担行為担当官 近畿地
方整備局 大戸川ダム工事事務所
長 谷口　昭一　滋賀県大津市大萱
１－１９－３２

2023/02/22
（株）ニュージェック 大阪府
大阪市北区本庄東２－３－
２０

会計法第２９条の３第４項、
予決令第１０２条の４第３号

44,935,000 44,935,000 100.00%

滋賀県東部地域環境影響評価資料作
成業務

滋賀県彦根市佐和山町地
先～滋賀県近江八幡市安
土町地先

2023-02/28 ～ 2023-
09/29

土木関係建
設コンサル
タント業務

分任支出負担行為担当官 近畿地
方整備局 滋賀国道事務所長 中尾
勝　滋賀県大津市竜が丘４－５

2023/02/27

（株）オリエンタルコンサル
タンツ 京都事務所 京都府
京都市中京区六角通室町
西入玉蔵町１２１　美濃利

会計法第２９条の３第４項、
予決令第１０２条の４第３号

34,122,000 34,100,000 99.94%

滋賀県南部地域他道路網概略設計業
務

滋賀県大津市竜が丘４番５
号（滋賀国道事務所管内）

2023-02/21 ～ 2023-
08/31

土木関係建
設コンサル
タント業務

分任支出負担行為担当官 近畿地
方整備局 滋賀国道事務所長 中尾
勝　滋賀県大津市竜が丘４－５

2023/02/20
パシフィックコンサルタンツ
（株） 大阪本社 大阪府大
阪市北区堂島浜１－２－１

会計法第２９条の３第４項、
予決令第１０２条の４第３号

24,145,000 24,145,000 100.00%

豊岡道路電気室上屋設計意図伝達業
務

兵庫県豊岡市戸牧地先
2023-02/17 ～ 2023-
09/29

建築関係建
設コンサル
タント業務

分任支出負担行為担当官 近畿地
方整備局 豊岡河川国道事務所長
南　知之　兵庫県豊岡市幸町１０－
３

2023/02/16
（株）三輝設計事務所 福井
県福井市和田１－４－１０

会計法第２９条の３第４項、
予決令第１０２条の４第３号

1,133,000 990,000 87.38%

姫路管内河道動態高度管理検討業務
兵庫県姫路市北条１丁目２
５０

2023-02/21 ～ 2023-
09/29

土木関係建
設コンサル
タント業務

分任支出負担行為担当官 近畿地
方整備局 姫路河川国道事務所長
山田　拓也　兵庫県姫路市北条１丁
目２５０

2023/02/20
日本工営（株） 大阪支店
大阪府大阪市北区西天満
１－２－５

会計法第２９条の３第４項、
予決令第１０２条の４第３号

24,134,000 24,134,000 100.00%

和泉雪寒基地詳細設計意図伝達業務 福井県大野市貝皿地先
2023-02/28 ～ 2023-
10/25

建築関係建
設コンサル
タント業務

分任支出負担行為担当官 近畿地
方整備局 福井河川国道事務所長
橋本　亮　福井県福井市花堂南２丁
目１４－７

2023/02/27
新建築設計事業（同） 大阪
府大阪市中央区内平野町
１－１－６－８０５

会計法第２９条の３第４項、
予決令第１０２条の４第３号

3,058,000 2,640,000 86.33%

福井管内水門設備等維持管理計画及
び修繕設計業務

福井県福井市花堂南2-14-
7

2023-02/07 ～ 2023-
07/31

土木関係建
設コンサル
タント業務

分任支出負担行為担当官 近畿地
方整備局 福井河川国道事務所長
橋本　亮　福井県福井市花堂南２丁
目１４－７

2023/02/06
（株）東京建設コンサルタン
ト 関西本社 大阪府大阪市
北区天満橋１－８－６３

会計法第２９条の３第４項、
予決令第１０２条の４第３号

17,919,000 17,919,000 100.00%

長殿谷上流部排水トンネル工事
奈良県吉野郡十津川村長
殿地先

2023-02/21 ～ 2024-
01/31

一般土木工
事

支出負担行為担当官 近畿地方整
備局長 渡辺　学　大阪府大阪市中
央区大手前３－１－４１

2023/02/20
東急建設（株） 関西支店
大阪府大阪市北区豊崎３
－１９－３

会計法第２９条の３第４項、
予決令第１０２条の４第３号

495,253,000 495,220,000 99.99%

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）


